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1．実施協議調査団の派遣

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

トルコ共和国（以下、「トルコ」と記す）は、地中海、マルマラ海及び黒海に面し、かつ黒海と地

中海をつなぐボスポラス海峡をもっており、海運は同国の重要な産業になっている。また、今後

中央アジア諸国からパイプラインで輸出される石油を、黒海から海路輸送する計画等があり、こ

れら海域の海上交通は激増すると見込まれている。このため、船舶の安全航行の確保の重要性は

さらに増すことが予想される。

船舶事故の多くは人的原因によるものであり、事故防止のための船員教育の重要性は高い。し

かしながら現在、トルコ人船員約7 万人のうち、オフィサー（上級船員）は1 万 2,500 人、部員（下

級船員）は 5 万 7,500 人であるが、部員のほとんどは十分な海事教育を受けておらず、同国にとっ

て海運振興と船舶安全航行を実現する海事教育の充実は緊急課題になっていた。一方、1995 年に

「船員の訓練、資格証明及び当直の基準に関する国際条約（STCW95）」が改正されたことにより、

2002 年までに同条約の定める訓練要件を満たす必要があることからも、海事教育の充実は急務と

なっている。

こうした背景の下、トルコはオフィサークラスの船員を養成するイスタンブール工科大学海事

学部（ITUMF）と、既に業務に就いている船員の再教育訓練を行っている海事安全訓練センター

（MSTC）に対するプロジェクト方式技術協力を我が国に要請してきた。

要請の主な内容は、近代的教育機器の導入等により、STCW95 の要件を満たすことを通じて、

ITUMF 及びMSTC における船員訓練方法の改善・開発を行うことである。

この要請を受けて国際協力事業団は、1998 年 4 月に事前調査団、引き続き、同年 10 月に第 1 次

短期調査員、同年 12 月には第 2 次短期調査員を派遣して、トルコ側とプロジェクトの内容につい

て調整を行い、実施協議に向けた準備を進めてきた。

本実施協議調査団は、これまでの各調査の合意事項を基に、プロジェクトのマスタープラン、活

動内容、投入規模、実施体制、暫定活動計画等について協議し、合意事項を討議議事録（R／D）

及びミニッツに取りまとめるほか、プロジェクト開始前までに双方が実施すべき事項、またプロ

ジェクトの初年度計画を協議し、確認することを目的とする。

本調査団の主要調査項目は、以下のとおりである。

（1）R ／ D 及びミニッツ案の協議及び合意

（2）プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を用いた協力内容・範囲の確認及び合意

（3）PDM に基づく活動計画（PO）の作成、合意

（4）PO に基づく初年度年次活動計画（APO）の作成、合意
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（5）5 年間分の機材供与計画及び機材の調達方法に関する協議

（6）日本側・トルコ側双方の投入についての合意

（7）トルコ側実施体制の再確認

（8）プロジェクト開始までに双方が実施すべき事項の確認

1 － 2　調査団の構成

（1）団長・総括　：大内　　晃（外務省経済協力局技術協力課課長補佐）

（2）船員行政　　：藤井　照久（運輸省海上技術安全局船員部教育課海技企画官）

（3）航　海　　　：河原　　健（運輸省航海訓練所研究調査部）

（4）機　関　　　：細井　　登（運輸省航海訓練所研究調査部）

（5）海事教育機器：井上　欣三（神戸商船大学商船学部教授）

（6）協力企画　　：村瀬　憲昭（JICA 社会開発協力部社会開発協力第二課）
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1 － 3　調査日程

日順

12/12

12/13

12/14

12/15

12/16

12/17

12/18

12/19

日

月

火

水

木

金

土

日

1

2

3

4

5

6

7

8

成田発 11:55～イスタンブール着 17:50（JL459）

イスタンブール工科大学（ITU）学長表敬
ITU本校内施設視察
（本校内で実施中のプロジェクト－ JICA以外のプロジェクトも含む－
視察）
ITUMF及びMSTC視察
（現有施設・機材、供与予定機材設置場所等）
協議スケジュール、協議項目に関する打合せ

協力内容協議
（協力範囲の確認、マスタープラン・暫定実施計画、長期専門家・
カウンターパート（C／P）配置計画、機材の設置・調達計画、機
材設置に係るトルコ側投入計画、初年度活動計画など）
練習船アクデニズ号機関室視察（細井団員のみ）
ITUMF施設視察（専門家執務室等）

ボスポラス海峡現状視察

R／Dミニッツ修正作業

イスタンブール発 10:20～アンカラ着 11:20（TK120）
トルコ海事庁（UMA）表敬、協力内容協議（機材等の免税処置、
専門家の身分保障、合同調整委員会・諮問委員会の設置等）
R／D、ミニッツ案協議

R／D、ミニッツ署名・交換
JICA事務所長に報告
日本大使館報告
調査団主催夕食会

（井上団員以外） （井上団員）
アンカラ～チューリヒ（SR8577） アンカラ～チューリヒ（SR8577）
チューリヒ～ （チューリヒ泊）

～香港（SR177） チューリヒ～関空（JL454）
香港～成田（CX508） （12/20着） 

9:30
10:30

16:00

17:30

9:00

9:30

15:00

14:00

11:30
12:30
17:00
19:00

イスタンブール

同上

同上

同上

アンカラ

同上

月日 曜・時間 宿泊地移 動 及 び 業 務
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1 － 4　主要面談者

（1）海事庁（Prime Ministry Undersecretariat for Maritime Affairs）

Mr. Kadir DURMUS 海運局長

Mr. Suleyman BAYAR 海運副局長

（2）イスタンブール工科大学（Istanbul Technical University）

Prof. Dr. Gulsun SAGLAMER 学　長

（3）イスタンブール工科大学海事学部（Maritime Faculty, Istanbul Technical University）

Prof. Dr. Osman Kamil SAG 学部長

Prof. Dr. Sureyya ONEY 副学部長（航海科長）

Prof. Dr. Ahmet BAYULKEN 機関科長

Dr. Mustafa YILMAZ 副学部長

Dr. Ali KANDEMIR 副学部長

Assoc. Prof. Dr. Sezer ILGlN 海運管理科助教授

Assoc. Prof. Dr. Nil GULER 海運管理科助教授

Mr. Hisashi YAMAMOTO 主任講師

Capt. Guven TUNCER 上級講師

Capt. Ilhan UCANSU 航海科上級講師

Assoc. Prof. Dr. Necmettin AKTEN 海運科上級講師

Capt. Mustafa ULUSOY 海運科上級講師

Capt. Ali COMERT 海運科上級講師

Dr. Ismail CICEK 機関科助手

C／E　Ismail Deha ER 機関科助手

C／E　Cengiz DENlZ 機関科助手

C／E　Aydin ERCAN 機関科助手

C／E　Ali KUSOGLU 機関科助手

Dr. Capt. Ozkan POYRAZ 航海科助手

Dr. Capt. Munip BAS 航海科助手

Capt. Sitki USTAOGLU 航海科助手

Capt. Baris TOZAR 航海科助手

Capt. Tanzer SATIR 航海科助手

Capt. Cemil YURTOREN 航海科助手
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Mr. Umit ULGEN 航海科助手

Mr. Sevilay CAN 航海科助手

（4）在トルコ日本大使館

森元　誠二 公　使

河南　正幸 二等書記官

（5）JICA トルコ事務所

米林　達郎 所　長

大竹　　茂 所　員

Mr. Timur SAYRAC 現地所員
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2．要　約

本調査団は 1999 年 12 月 12 日から同 19 日までの日程でトルコを訪問し、「トルコ海事教育向上

計画」に係る実施協議調査を行った。調査団は、協力の基本的な枠組みをトルコ側と協議した結

果、合意事項をR ／D 及びミニッツ（付属資料1 及び2）に取りまとめて12 月17 日、海事庁（UMA）

において、トルコ側実施機関であるイスタンブール工科大学海事学部（ITUMF）のサー（Osman

SAG）学部長、監督官庁であるUMA のドゥルムシュ（Kadir DURMUS）海運局長との間で署名を

取り交わした。

本実施協議の概要は以下のとおりである。

（1）プロジェクトの概要

1）プロジェクト名：海事教育向上プロジェクト（Projec t  on  Improvement  o f  Mar i t ime

Education）

2）協力期間：2000 年 4 月 1 日から 5 年間

3）プロジェクト目標：ITUMF 及び海事安全訓練センター（MSTC）において国際基準を満たし

た船員を輩出し、もってトルコ商船の航行の安全性を高める。

4）活　動：

a）航海科・乗船実習カリキュラム及び同教育訓練後の技能評価システムの分析・改善並びに

操船シミュレーターを利用したカリキュラムの導入。

b）機関科カリキュラム及び同教育訓練後の技能評価システムの分析・改善並びに機関室シミュ

レーターを利用したカリキュラムの導入。

c）海事安全技術管理、人間技術管理及び海事環境管理に関する調査・研究の強化。

d）MSTC の現職船員のための教育訓練の強化・拡充、操船シミュレーター及び機関室シミュ

レーターを利用した再教育訓練の導入、ITUMF 卒業生のための再教育訓練の分析・改善及

び教材・参考図書の強化。

5）実施体制：プロジェクトの総括責任者として海事庁海運局長を、プロジェクト運営管理者と

して ITUMF 学部長を指名するとともに、合同調整委員会（トルコ側：UMA 海運

局長、ITUMF 学部長、その他カウンターパート、日本側：専門家、JICA トルコ

事務所員にて構成）を設置する。なお、合同調整委員会は、更にトルコ商船業界

からの需要・フィードバックを吸い上げることとした。
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（2）特記事項

1）ITU のサラマー（Gulsun SAGLAMER）学長表敬の際、同学長は本件プロジェクトの重要性

を強調するとともに、日本側の協力に謝意を表した。また、実施機関の責任者である ITUMF

のサー学部長は、調査のほぼ全日程に同行し、実施協議においても同学部の教授陣約 20 名が

出席するなど、同学部の熱意が十分に感じられた。さらに、UMA のコルチャク次官、ドゥ

ルムシュ海運局長及びバイア（Suleyman BAYAR）同局副局長と面談した際は、皆一様に本

件プロジェクトの重要性を強調するとともにUMA の全面的支援を表明した。これらから見

て、トルコ側の本件プロジェクト実施体制は整っているものと思われる。

2）R ／ D 及びミニッツに監督官庁であるUMA 海運局長の署名が得られ、ミニッツに本件プロ

ジェクトが海技試験・船員資格認定制度の改善を含む海事行政の改善に貢献することをも目

的とするとの趣旨を盛り込めた。

3）実施協議でサー学部長は、本件プロジェクトに学部教育のみならず、大学院教育も含めてほし

い旨を要請したが、調査団は、プロジェクトの趣旨は船員レベルの向上にあること、また 5 年

間の限られた協力期間中は学部レベルの教育に集中して協力したい旨を述べ、先方も了承した。

4）トルコ側は、シミュレーターを設置する建物について、既存の建物はやや手狭と考えるので、

新たに建設することにしたと述べた。建設費は民間の海運会社から寄付金の申し入れがある

由。この建物は床面積約 400m2 のプレハブを予定しており、約 1 か月で建設できる見込みだ

が、シミュレーターの仕様に合わせた構造にしたいとして、機材に係る調査団の早期派遣を

求めた。同調査団が派遣される際は、シミュレーターの仕様と建物の設計を十分に調整する

必要があると思われる。

5）実施協議の際トルコ側は、シミュレーターを使用した操船教育と機関教育を同時に開始する

必要があることから、操船シミュレーター及び機関室シミュレーターを同時に設置してほしい

と要請した。これに対して調査団は、予算の範囲内で可能ならば同時期の設置を検討したいが、

これが困難な場合は、両シミュレーターの設置を可能な限り近い時期とするよう、努力したい

と述べ、先方はこれを了承した。本件プロジェクトの効果的・効率的実施を図るため、可能

であれば初年度に操船シミュレーター及び機関室シミュレーターを供与することが望ましいが、

予算の制約でこれが困難な場合は、初年度と次年度の機材供与の執行時期を可能な限り近くす

ることにより、両シミュレーターの設置時期を近づけるよう、配慮すべきであると思われる。

6）シミュレーターついては、かなりの維持管理費が必要と推測されるので、実施機関側は、将

来のシミュレーターの維持管理体制を事前に十分検討しておく必要があると思われる。

7）なお、本件プロジェクトの進捗状況を見つつ、可能であれば、プロジェクトの後半ないし最

終段階に、第三国研修を併せて実施することを検討すれば、周辺国への波及効果の観点から

効果的と思われる。
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3．討議議事録等の交渉経緯

3 － 1　R／ D の協議

本調査団が事前に用意したR ／D 案を基にトルコ側と協議し、ほぼ同案のとおり、トルコ側と

合意することができた。主な協議内容は以下のとおりである。

（1）ANNEX I　MASTER PLAN の活動項目1 － 4 では、操船シミュレーターを用いたカリキュラ

ムを導入することとしているが、この項目に関して、トルコ側からイスタンブール工科大学

海事学部（ITUMF）で教育研究活動を行うためには、フルミッションの操船・機関室シミュ

レーターが必要であるとの要望が出された。フルミッションの機材については、日本側・ト

ルコ側双方の共通認識とはなっていないので、次回の機材計画調査で、機材の詳細を決める

こととし、トルコ側の了解を得た。

（2）トルコ側から学部教育だけでなく、大学院教育に対する協力も、本プロジェクトで実施して

ほしいとの要望が出されたが、本プロジェクトが船員レベルの技術向上を目的としており、

また協力期間も限られていることから、本プロジェクトでは学部教育のみを対象とし、大学

院教育についてはトルコ側の自助努力で対応することとした。

（3）ANNEX I の 3. Activities of the Project, 1-2 Review and improve the boarding training

curriculum → on-board training とした。

（4）ANNEX V で記されている Secretary については、トルコ側から十分な英会話能力をもった

者の雇用が難しいとの発言があり、協議を行った結果、「Engl i sh - speak ing  ab i l i t y  i s

required」の記述を「English ability is required」に変更した。

また、ドライバーについては、日本側から 2 人の雇用を求めたが、トルコ側からの強い要望

により、1 人の雇用とした。

（5）ANNEX VI のトルコ側が負担すべき施設等に関して、トルコ側からシミュレーター用の建

物は、新しくプレハブで建設するとの発言があった。機材計画調査で導入される機材の仕様

が決まったあと、機材に合わせて建物を設計するとのことであった。

（6）ANNEX VII の合同調整委員会のトルコ側メンバーにStaff of MSTC を加えることで双方が

合意した。
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3 － 2　ミニッツの協議

（1）ミニッツ（付属資料2）II「SCOPE OF TECHNICAL COOPERATION」の2. では、プロジェ

クトが船員行政改善のため、海事庁（UMA）に対して必要な助言を行うとなっており、この

ような目的をプロジェクトにもたせることについてトルコ側の反発が予想されたが、トルコ

側との協議のなかではむしろ歓迎する旨のコメントが出された。

（2）ANNEX II の PDM 上位目標の指標で、トルコ船員が原因となった事故件数に関するデータ

を必要としているが、トルコ側からデータを集めることが難しいかもしれない旨の発言があっ

た。また、日本側の投入の部分で、短期専門家（Simulation System）の業務内容について確

認を求められたので、調査団員からシミュレーターのメンテナンス、海事安全管理分野の調

査研究指導などを予定している旨、回答した。

（3）ANNEX III の Plan of Operation で、当初調査団が提示した案では、1 － 4 操船シミュレー

ターと 2 － 3 機関シミュレーター設置時期が異なっていたが、トルコ側の要望により、2 つの

シミュレーターとも同時期に据え付けを完了させる予定とした。

3 － 1 の海事安全管理分野の研究活動については、シミュレーター据え付け完了前から活動

が始まる予定となっており、トルコ側からシミュレーター設置前の研究活動実施は困難であ

る旨のコメントが出された。これに対し、調査団は、シミュレーターを活用しなくても実施

可能な研究活動があることを説明し、トルコ側の了解を得た。

4 － 1 の Audio-Visual Teaching Equipment について、トルコ側から説明を求められたの

で、調査団員からパソコン、プロジェクター、ビデオソフトなどの活用を予定している旨、回

答した。

4 － 2 のシミュレーターを用いた教育に適したカリキュラムの改善に関して、トルコ側から

どの程度の期間が必要か問い合わせがあった。調査団は一般的に少なくとも 1 年はかかるが、

ITUMF に導入されるシミュレーターの詳細が明らかになっていないので、具体的には不明で

あるとコメントした。4 － 2 に関する詳細スケジュールは、シミュレーター詳細が明らかに

なったあと、速やかに協議することで双方了解した。

（4）今後の予定として、操船及び機関室シミュレーターの調達を円滑に進めるために必要なこ

れら機材仕様の詳細をトルコ側と協議し、取りまとめることを目的として、機材計画調査団

を派遣する予定である旨を説明し、トルコ側の了解が得られた。派遣時期は 2000 年 3 月中の

2 週間が予定されている。
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4．プロジェクトの実施体制と実施計画

4 － 1　プロジェクトの実施体制

（1）トルコ側実施体制

R ／ D、Ⅳの 1、2 項に示されるとおり、プロジェクト総括責任者を船員教育を含むトルコ

海運・船員行政全般を所掌する海事庁（UMA）海運局長とし、また、プロジェクト運営管理

者をイスタンブール工科大学海事学部（ITUMF）の学部長として、トルコ側の責任体制を明

確化した。

さらに、R ／D、Ⅳの 5 項により、プロジェクトの効率的な運営を図るため、ANNEX Ⅶ及

びミニッツ ANNEX Ⅰに示されるような合同調整委員会を設置して運営体制を強化するとと

もに、同委員会を通じた本プロジェクトとトルコ海運界との連携、トルコ海技資格制度との

関係を明確化し、プロジェクト成果の反映を容易ならしめることとした。

ITUMF については、事前調査団報告書に詳しく報告されているとおりであるが、今回実地

調査の所見としては、イスタンブール工科大学（ITU）他学部あるいは我が国をはじめとした

海運先進国における船員教育機関と比較して、その教育体制及び教育機材は決して十分なも

のとはいえない。これは、ITUMF が ITU の正式な学部となって日が浅いことなど種々の要因

があるものと思われるが、ここにトルコ側の本プロジェクトに対する期待の大きさが存在し

ている。したがって、R ／D、ANNEX Ⅲにまとめたとおり、主要供与機材は教育訓練用シミュ

レーターとすることが妥当であり、後述するように研究分野も視野に入れることから、これ

らについては操船シミュレーター及び機関室シミュレーターとすることが適当である。

一方、ITUMF においては、教官の育成に極めて積極的であり、様々な機会を利用して学位

取得等に努めており、プロジェクト実施の重要な要素となるカウンターパート（C ／ P）につ

いては、十分な適格者の配置が期待できる。

また、UMA と ITUMF との連携についても、UMA 所掌事務を ITUMF が実施する関係にあ

ることから、良好な状況にあるものと考えられる。

以上、本プロジェクトに対するトルコ側の期待は極めて大きく、またトルコ側の実施体制

については特に大きな問題点は見受けられないものの、あえて留意点を指摘するならば、以

下のとおりである。

1）今回の協議において、トルコ側の希望した大学院関係への協力については、協力内容がさ

らに膨れ上がることから対象外としたが、全般的に期限つきであることとは無関係にプロ

ジェクトに対する期待が大きく、この傾向はプロジェクト進行中にも続くものと思われる。

2）事前調査団報告にもあるとおり、ITUMF に対するトルコ側の予算措置は決して十分なも
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のではなく、同国が経済再建途上にあることから同様の状況がしばらく続くものと考えられ

る。今回の協議で、シミュレーター設置のための施設を新規に建設することになったが、こ

れは施設を導入機材に合わせるという観点から理想的である半面、想定している海運会社か

らの資金援助が円滑に実施されるかどうかについて留意する必要がある。

3）シミュレーター導入後のその運営経費の確保についても、2）同様、民間　資金の導入等、

将来的に様々な検討が必要になるものと思われる。

（2）日本側協力体制

今回の協議全体を通じて、ITUMF における教官の研究活動の充実に関する強い期待がうか

がえた。この期待に応えるべく、従来の船員教育の国際協力プロジェクトにおける協力分野

に、調査・研究分野を付加し、我が国からは商船大学教官を派遣する計画としていることか

ら、従来にも増して日本国内の連絡体制を維持する必要がある。

供与機材については、上記研究分野にも利用できる機能を確保する必要があることから、主

要な機材となる操船シミュレーター及び機関室シミュレーターの 2 機材について、その仕様

を早期に調整・決定し、併せてトルコ側の強く、かつ妥当な希望である両機材の並行導入を

図るべきである。

研修員受入れについても、供与機材導入計画にリンクした受入計画を早期に策定するとと

もに、長期研修員制度の活用による、例えば学位取得の方策の検討など、ITUMF の教官レベ

ルのニーズに対応する必要がある。

また、ITUMF においては、2000 年 6 月発足予定の世界の海事教育機関で構成する国際海

事大学連合（IAMU）の中心的役割を果たすなど、独自のプロジェクトを積極的に実施してい

るところである。派遣専門家をはじめ、本プロジェクトも、内容を整理しつつ可能な限りの

支援体制をとるべきであり、その結果は本プロジェクトの成果にも反映可能と考える。

以上、本プロジェクトについては、過去の船員教育プロジェクトに比べ、内容的に豊富、か

つ多方面にわたることから、5 か年の協力期間内で一定の成果につなげるためには、我が国に

おける機材調達、研修員受入れ、短期専門家の派遣その他関連する支援に関し、密接な連携

体制の確保が、プロジェクト運営に関して不可欠な要素と考える。

（3）トルコにおける船員教育訓練体制のあり方について

本プロジェクトの総括責任者であり、合同調整委員会の議長であるUMA 海運局長は、トル

コにおける船員教育、海技試験及び海技資格制度全般を所掌しており、ITUMF が同国におけ

るオフィサー教育、船員再教育及び海技試験を担っている環境にある。一方、今回の協議の

ミニッツⅡの 2 において、本プロジェクトがトルコの海技試験、海技資格制度改善のための
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助言を与えることを目的の一部としていること、R ／D の ANNEX Ⅰにおいて、本プロジェ

クトの活動の 1 つに、乗船訓練カリキュラムの改善が加えられていることを考慮すると、本

プロジェクトの成果がトルコにおける船員行政及び船員訓練体制全般の改善に十分発揮され

得るものと思われる。

また、事前調査団報告にあるとおり、海事安全訓練センター（MSTC）においては既に周辺

諸国の船員の再教育を実施している。このような環境下、本プロジェクトについては、将来

的な第三国研修実施に発展させることを視野に入れた運営を図っていくことも必要であろう。

4 － 2　プロジェクト実施計画

4 － 2 － 1　航海科

（1）ITUMF、MSTC の訓練体制の現状及び課題

1）ITUMF について

事前調査団及び短期調査で指摘されているように、船舶職員となるために要求されている

訓練体制が十分ではない。すなわち、ITUMF が導入している訓練記録簿（TRB）を利用した

乗船訓練に問題がある。ヨーロッパにおいては乗船訓練を船会社に依頼して実施しているが、

訓練担当の専属教官を配置して行っていることを考慮すると、このあたりに ITUMF の問題が

ある。

この点の調査、分析及びこの対応策を立案支援することがプロジェクトの重要な使命の 1 つ

となる。

2）MSTC について

今までの調査と ITUMF の報告からでは、開設訓練コースの実態が十分把握できていない。

プロジェクト開始早々に、実態を把握し、トルコ船員に適した訓練コースと訓練方法を構築

し、トルコ船員の安全運航に寄与することが重要な使命の 1 つとなる。

航海科から見た船舶安全運航技術の 1 つは、船橋で運航にあたる船舶職員が、まず、周囲の

状況を把握し、相手船を認識した場合には、次に、海上衝突予防法等の交通ルールに従い、相

手船と危険な関係に陥らないように「適切な動作」をとることである。また、職員と一緒に船

橋で当直に入る部員の安全運航能力が高く、職員の見落としなどをアピールできれば（MSTC

の訓練内容の 1 つとなり）、事故を減少できる。

このような総合的運航技術を身につける訓練装置として、「操船シミュレーター」は最も有

効である。

（2）プロジェクトの活動を進めるうえでの留意事項

一般的に、大学などのカリキュラムは、教授内容の項目だけを掲げるもので、具体的内容
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や教育手法は担当教授に任されている。ITUMF においても同様で、カリキュラムの項目から

一歩踏み込んだ、講義要録等まで分析することをも考えておく必要がある。この分析によっ

て、ITUMF の船舶職員要請内容の問題点が判明しよう。ここに至るためには、ITUMF 教官

の信頼と協力が欠かせない。本プロジェクト側と教官との良好な人間関係の構築を第 1 の目

標とする必要がある。

（3）実施の手順、活動項目別優先度

船舶の安全運航技術（特に操船技術と安全運航）の向上訓練のために導入しようとしている

操船シミュレーターの使用開始時期に合わせ、活動項目の順番を決める必要がある。使用開

始以前には、カリキュラムの分析・修正、及びシミュレーター訓練用カリキュラム、並びに

同訓練手法の作成。開始後は、訓練と並行してカリキュラムと手法の手直しと定着化。MSTC

に関する実施手順も同様である。

これらと並行して、TRB の見直し（乗船カリキュラムの見直し）、引き続きトルコの海技試

験、海技資格制度改善のための助言となろう。

以上から、現在の計画は、おおむね妥当である。専門家着任後、細部についてトルコ側と検

討し、実施するのが望ましい。

（4）短期専門家の分野、派遣期間について

シミュレーター据え付け時に、メーカーから専門家を短期に派遣することは当然であるが、

シミュレーター訓練開始後、適切なインターバルで、メンテナンス要員、オペレーター要員、

インストラクター要員の能力向上に、訓練施設または商船大学から専門家を派遣することが

望ましい（メンテナンス要員、オペレーター要員、インストラクター要員ともに 1 ～ 3 か月）。

一方、MSTC の訓練内容向上には、実船で訓練教官の経験ある者、例えば、航海訓練所航海

科及び機関科部員教官を、短期専門家として 3 か月程度ずつ派遣することは、効果的と考える。

（5）C ／ P 研修内容、研修期間、研修先機関、研修方法

ITUMF では構築されていないシミュレーター訓練にあたる教官は、第 1 にコンピューター

に強く、柔軟な頭脳の持ち主で若さあふれる者が望ましい。

彼らを、メーカーがシミュレーターの組み立てを開始する時点で、メンテナンス要員、オ

ペレーター要員として研修に派遣し、技術移転を図る必要がある。

シミュレーター訓練開始後において、メンテナンス要員、オペレーター要員、インストラ

クター要員（各 1 人）を 1 組とし、3 組で輪番に訓練を行うのが合理的である。これに必要な

要員を順番に研修させる必要がある。
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1 回目のメンテナンス要員、オペレーター要員については、メーカーで 3 か月程度、以後の

要員については 1 ～ 3 か月程度が望ましい。

（6）シミュレーター導入上の留意点

トルコ船員の初級者から上級者までの安全運行能力と技術向上のために、訓練装置として

導入し、ITUMF 教官の研究能力向上にも寄与する（プロジェクト目的の 1 つ）ために、極め

て実践場面に近い状況をつくり出せる性能をもつ必要がある。

神戸商船大学と学術協力を結んで調査研究にも活用しようと計画されているのだから、神

戸商船大学にあるシミュレーターとソフト面で互換性があることが望ましい。

今後、シミュレーターを彼ら自身が訓練及び調査研究に活用できるためには、既存ソフト

の運用だけでなく、彼ら独自のソフトを作成できるだけの機能をもち、彼らにソフト作成能

力を技術移転する必要がある。

また、彼らが装置の維持管理及び運転ができるよう、装置は堅牢でシンプル、かつブラッ

クボックス等のないものが望ましい。

以上を考慮した“シミュレーターの仕様”は、付属資料 3 のようになろう。

（7）シミュレーター以外の機材内容について

今回の供与機材については、シミュレーターを第一とすべきで、予算の残余部分で、教科

参考書、模型及びプロジェクター等の導入を図るべきである。例えば、最近の視聴覚教材と

して、パソコンとデジタルカメラを連結して、教室等でスクリーンに投影できるプロジェク

ターは、最新の船舶機器の理解に有効であるとともに、例えば、航海訓練所の練習船教育で

使用している教材を容易に活用できるなど、教育効果の向上が期待でき、また、比較的安価

な機材であるため、推奨したい。

4 － 2 － 2　機関科

（1）ITUMF、MSTC の訓練体制の現状及び課題

1）設備関係

a）稼働状態にある実習機器はほとんどなく、工作実習用の旋盤・万力、旧式機関のカット

模型等がわずかに使用可能である。

b）近代化船に設置されている自動制御システム等の実習設備は皆無であった。

c）練習船は船齢 45 年の老朽船で搭載機器等はかなり古く、自動化設備・機関制御室等の近

代化船に必要な機器は搭載されていない。発電機等の一部の機器は現在も稼働中で実習に

利用されているが、全般に整備不良が目立つので改善が望まれる。
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d）建物は旧式なもの、プレハブ式が多く ITU 本部にある建物に比べ、かなり見劣りがする。

e）図書館には多数の書籍があるが、古いものが多い。

2）訓練体制

a）若手教官の資格は十分であり、教育に対する熱意を感じさせるが、商船士官として乗船

経験が不足している。

b）前述のとおり、実習機器、教材等が不足しているため、講義中心の教育体系になっている。

c）総合大学の 1 学部であるので、教養科目は充実しているが、船舶職員養成の実習を含む

実務教育はやや不十分である。

d）現行のカリキュラムには機関システム教育が不足している。

e）今後、実務面の教育訓練の強化が必要と思われる。

f）実習の一場面しか見てないが、安全面について調査が必要と思われる。

3）シミュレーターの必要性

シミュレーターの導入は機関システムの習得に極めて効果的で場所、時間、人数、訓練効

果、設備の保守管理などを考慮すると有効である。

（2）プロジェクトの活動

留意点は以下のとおりである。

1）第一にシミュレーターが設置後スムーズに訓練に使用され、故障等が起きても直ちに復旧

できるシステムを構築しておく必要がある。

2）活動計画（PO）に記された活動項目に沿って、まず十分に実態把握を行う必要がある。

3）シミュレーターに関する事項を最優先に行い、プロジェクト終了後もシミュレーターがト

ルコ側の自助努力によって、円滑に活用されるように支援することが重要である。

（3）短期専門家

短期専門家の分野、派遣期間等は表－ 1 のとおりとするのが望ましい。

短期専門家の分野�

シミュレーターソフ
トの改善、構築�
�

自動制御を含む機関
システム�
�

・海技大学校�
・シミュレーター製
造業者�

・海技大学校�
・造船所の機関シス
テム設計者�

派遣機関� 派　遣　期　間�

・納入後訓練開始時から初期故障解決まで�
・経年劣化が出始めたときから解決できるまで�
・交代者が取り扱いに習熟するまで�
　適宜 

�

�

表－１　短期専門家派遣�
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（4）C ／ P 研修内容、研修期間、研修先機関、研修方法

C ／ P 研修内容等は表－ 2 のとおりが望ましい。

（5）シミュレーターを導入するうえでの留意点

1）第 1 の留意点はシミュレーター訓練が現地でスムーズに行われることであり、そのために

下記の点が重要である。

a）シミュレーター導入までにカリキュラムを用意しておく。

b）シミュレーターが故障した際にすぐに運転を再開できるための方策を十分用意する。

c）シミュレーター操作、修理可能な者を多数育成する。

d）比較的高価で手に入りにくい消耗品的部品等はシミュレーター納入時に多数備えておく。

2）操船シミュレーター及び機関室シミュレーターの導入時期をできるだけ近づける。

3）機関室シミュレーターは下記の要件を備える必要がある。

a）国際海事機関（IMO）等の基準に適合していること。

b）実際に船上に搭載される大型ディーゼルエンジンプラントに関する主機、補機、各種計

測装置、自動制御装置等、実物と可能な限り同等な機能を備える。

c）本装置設置後使用環境の変化、システムの改良に対応するためのモデリングツール及び

シミュレーター構築ツール等を組み込む。

d）本装置に用いる部品等はできるだけ汎用品を用いる。

e）シミュレーターは実船の機関室が有する機能を忠実に模擬したものであるが、予算の有

効利用を考えると機関制御室部分の充実を最優先することが望ましい。

C／P研修内容

シミュレーターの修理
方法

シミュレーターソフト
の構築及び改善

コンピューターの更新
技術

自動制御を含む機関シ
ステム

プロジェクト開始直後
から

シミュレーターソフト
の構築時

プロジェクト中期から
終了までの間

適宜

研修期間 研修先機関 研修方法

・シミュレーター製造
会社

・海技大学校
・シミュレーター製造
会社

・海技大学校
・シミュレーター製造
会社

・海技大学校
・機関システム製造会
社または造船所

 

設計工程を見ながら研
修する。

製造工程を見ながら研
修する。

新しいシステムを見学
しながら研修する。

新造船等の艤装中に研
修

表－２　C／ P研修



─ 21 ─

f）教材、研究機材不足の対策としてコンピューターソフトを組み込む。

ア．自動制御実習プログラム

イ．機関効率測定プログラム

ウ．機関システム学習プログラム

エ．機関修理プログラム

オ．その他

4）故障ができるだけ起きにくく、故障が起きても修理が容易に行える。

5）将来、シミュレーターのアップグレードの必要が生じた際に対応するため、トルコ側 C ／

P がシミュレーターソフトの構築方法、改善方法を身につけておく必要がある。

6）機関室シミュレーターの製造業者は下記の要件を備える必要がある。

a）できるだけ実船の機能に近づけるために大型ディーゼル船、大型ディーゼル機関、各種

計測装置、制御装置等を製造している。

b）本装置設置後使用環境の変化、システムの改良に対応するためのモデリングツール及び

シミュレーター構築ツール等が組み込まれており、そのノウハウをトルコ側にできる限り

教えることができる。

c）本装置設置後修理の必要が生じたときに誠意をもって対応できる。

d）操船シミュレーター及び機関室シミュレーターの製造業者は下記の理由で同一会社かジョ

イント会社が望ましい。

ア．新築する同一建物に設置するため、教室等で共用できる機器があれば効率的であり、

建物を有効使用できる。

イ．シミュレーター製造会社から派遣される修理担当者や短期専門家が一方だけの修理・

指導だけでなく、他方についても助言できるので効率がよい。

（6）シミュレーター以外の機材

1）予算の活用を考えるとシミュレーター以外の機材は必要最小限にとどめ、可能な限りシミュ

レーターに予算を使用すべきである。

2）シミュレーターの概要等を教える際、CRT 画面のスクリーン投影設備は有効である。

4 － 2 － 3　海事安全研究

（1）技術協力の枠組み、協力分野の現状と課題

ITUMF は、トルコ唯一の国立商船教育機関であり、1992 年に ITU に商船学部が設置され

て以来、大学レベルの商船教育の実施をめざして努力している。

しかし、ITUMF は大学とはいえ、現状においては、まずSTCW95 の基準を満たした船員教

育を実践するためのハード面及びソフト面の支援を必要としている。したがって、本プロジェ
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クトは基本的には ITUMF が STCW95 に準拠して学部商船教育を実施するために必要な協力

支援を行うことである。

一方、ITUMF が単なる船員養成機関ではなく、将来、国際海事社会において高等水準商船

大学として認められるまでに成長するためには、ミニマムリクアイアメントとしてのSTCW95

の水準を凌ぐ大学レベルの船員教育カリキュラムの設定と、大学教官としての研究能力の向

上が必要である。ITUMF による本プロジェクト方式技術協力への要請は、この点を意図した

ものである。

ところで、ITUMF では近年、若手教官スタッフに博士学位取得者の増加傾向がみられるな

ど、教官の能力水準に向上が見られる。しかしながら、本来商船大学が備えるべき教育内容

や教育設備並びに商船大学研究者としての研究手法や研究の方向性等々を見る限り、現在の

ところ、高等水準商船大学としての教官の水準とその体制はいまだ十分とはいえない。

21 世紀の国際海事社会における高等水準商船大学においては、個々の船員が船上において

個々の船舶の安全運航に貢献するための教育、いわゆる船員教育に加えて、船舶運航の実践

技術をベースに学術的科学的アプローチのもと、陸上から船舶運航の安全管理に貢献するた

めに必要な知識技術が要請されつつある。

そこで、本協力分野では、21 世紀に向けて世界の高等水準商船大学がめざすべき教育研究

分野としての海事に関する安全管理技術を中心とした調査研究分野を対象に、ITUMF 教官ス

タッフの研究能力の育成向上支援を分担する。

また、本協力分野の技術協力の成果として、ITUMF に研究センスと先見性を有し、自己開

発能力を身につけた研究者が育成されることにより、本プロジェクトが終了したあとにおい

ても、これらの研究者が、自ら独自の研究を発展させ得るとともに、新しい船員教育に関す

る手法の改善やカリキュラムを創造することにより、ITUMF が高等水準商船大学として自立

の道を歩むものと期待される。本協力分野は、まさにこの点に目標を置いたものである。

（2）海事安全研究分野における調査研究内容の設定

ITUMF の教官スタッフの研究能力向上を具体的に進めるために、以下に示すような海事に

関する安全技術、人間技術、環境影響に関する調査研究を具体的な活動内容として設定する。

a）海事安全技術

・トルコ周辺海域の航行危険性の調査分析

・操船シミュレーターを利用した航行安全性評価技術の理解

・操船シミュレーターの発展的応用活用法の理解

b）人間技術

・船橋当直におけるヒューマンエラー発生の想定とそのメカニズム分析及び対策技術の理解
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・機関運転当直におけるヒューマンエラー発生の想定とそのメカニズム分析及び対策技術

の理解

c）海事環境

・船舶を発生源とする海上汚染の現状分析とその対策技術の理解

・トルコ周辺海域における海上汚染事故発生の想定とその対策技術の理解

（3）調査研究作業の実施

1）神戸商船大学による長期専門家派遣

上記調査研究分野の指導を分担担当する 3 名の長期専門家を準備し、1 名ずつ交代で継続

的に派遣する。

2）神戸商船大学による短期専門家派遣

長期専門家の派遣に加えて、各調査研究分野において年度ごとに具体的な調査研究テー

マを設定し、当該研究テーマの指導者として適任の者を短期専門家として派遣する。

3）ITUMF 側における C ／ P の配置

a）海事安全技術

・トルコ周辺海域の航行危険性の調査分析

・操船シミュレーターを利用した航行安全性評価技術の理解

・操船シミュレーターの発展的応用活用法の理解

上記に関する調査研究分野における C ／ P 2 名の配置

b）人間技術－Ⅰ

・船橋当直におけるヒューマンエラー発生の想定とそのメカニズム分析及び対策技術の理解

上記に関する調査研究分野における C ／ P 2 名の配置

c）人間技術－Ⅱ

・機関運転当直におけるヒューマンエラー発生の想定とそのメカニズム分析及び対策技術

の理解

上記に関する調査研究分野における C ／ P 2 名の配置

d）海事環境

・船舶を発生源とする海上汚染の現状分析とその対策技術の理解

・トルコ周辺海域における海上汚染事故発生の想定とその対策技術の理解

上記に関する調査研究分野における C ／ P 2 名の配置

4）C ／ P の本邦における短期研修

設定した具体的な調査研究テーマの実施にあたっては、適任の指導者を短期専門家とし

て現地に派遣し、C ／ P への技術移転を進めるが、あわせて、当該調査研究分野に配置され



─ 24 ─

た C ／ P を神戸商船大学に招へいして、更に必要な調査研究の実践を深めるための研修を

行う。研修メニューは神戸商船大学が用意し、研修期間は 6 か月とする。

5） 神戸商船大学による博士課程への留学生受入れ

長期及び短期専門家派遣による現地での研究指導は、1 人の専門家が有する知識、技術、

経験を C ／ P を含む多くの ITUMF の教官スタッフに広く移転できる点では効果的である。

しかしながら、研究能力の育成向上は特定の専門領域に偏ることなく、総合的でなければ

ならない。この点をカバーする意味において、本調査研究分野に関連の深い神戸商船大学

の教授グループによる研究指導を行い、限られた受入人数ではあるが多くの教授による広

範な知識、技術を移転することも重要である。

そして、「海事安全研究」に関する協力の成否は、この研究分野の学術的メンタリティー

を理解し、広範かつ深い専門的テクノロジーを身につけた研究者の育成にかかっている。こ

のような ITUMF において次世代の中核となる教官の育成は、将来トルコと日本の間の架け

橋となりつつ、ITUMF の研究者のリーダーとして、本協力分野の成果を ITUMF 内に伝承

していくことにつながる。

このような若手研究者を神戸商船大学の大学院博士課程に留学生として受入れ、大学教

官にとって学術研究能力の証明となる博士学位の取得をめざす。この留学生受入れは本プ

ロジェクト協力期間の最終年度には少なくとも博士課程修了、学位取得が可能なように、

JICA と文部省の協力を得て初年度から開始し、最初の 1 年間は文化・言語研修、引き続い

て 3 年間の大学院博士課程進学を基本とする。

（4）国内協力体制の整備

ITUMF が単なる船員養成機関ではなく、将来、国際海事社会において高等水準商船大学と

して認められるまでに成長することを支援するには、現地における支援協力体制はもちろん、

むしろ国内における作業の指導管理体制の整備充実が重要と思われる。最も効果的、効率的

な目標達成への実現に向けては、省庁調整会議的なものよりは、むしろ、例えば、図－ 1 のよ

うな作業管理委員会の構成による国内協力体制も考えられる。
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（5）「海事安全研究」分野協力実施の手順、初年度実施計画

1）時間的優先度 1

a）長期専門家派遣

・船橋における人間技術

船橋当直におけるヒューマンエラー発生の想定とそのメカニズム分析及び対策技術の

理解

・機関室における人間技術

機関運転当直におけるヒューマンエラー発生の想定とそのメカニズム分析及び対策技

術の理解

・海事環境

船舶を発生源とする海上汚染の現状分析とその対策技術の理解

トルコ周辺海域における海上汚染事故発生の想定とその対策技術の理解

以上のうち、各専門分野の専門家を長期専門家として派遣する。長期専門家は 5 年間を

3 期に分けて順次派遣する。

b）短期専門家派遣

・海事安全技術

「トルコ周辺海域の航行危険性の調査分析」

上記に関し、ボスポラス、ダーダネルス両海峡を対象に海上交通実態調査と、同海域

周辺における海難事故調査を実施し、後に実施するリスク分析に際しての基礎データ

を収集、分析する。短期専門家の派遣期間はおよそ 3 か月程度とする。

作業管理委員長

《MET、リサーチ、
シミュレーター》

Joint Coodinating 
Committee

運輸省

《MET》

文部省

《リサーチ》

シミュレーター

《維持・管理・
シナリオ開発》

外務省／JICA
 

図－１　作業管理委員会案
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c）神戸商船大学による C ／ P 短期研修の受入れ

ボスポラス、ダーダネルス両海峡を対象に海上交通実態調査と、同海域周辺における海

難事故調査を実施するにあたっては、現地における観測機材の設置・調整作業、観測デー

タの取得、データの分析、コンピューターシミュレーションのためのモデル化作業等々、

業務が多岐にわたり、短期間の専門家派遣では十分な技術移転の時間が見込めないおそ

れがある。この点を補充するため神戸商船大学が用意する研修メニューにより、神戸商

船大学において C ／ P の短期研修を受け入れる。この研修には 6 か月の期間をあて、現

地での技術移転を本邦において補充するとともに、この種基礎研究の本邦における実践

の実情を体験させ、あわせて、これら基礎データの応用活用の事例を事前に学ばせるこ

とにより、次年度の研修への導入とする。

d）神戸商船大学による博士課程への留学生受入れ

神戸商船大学大学院、博士後期課程に 1 ～ 2 名の国費留学生を、長期研修員制度を活用

するなどして受け入れる。

e）ポータブル型レーダー船舶航跡解析装置の購入

「海事安全技術」研究分野においては「トルコ周辺海域の航行危険性の調査分析」に関し、

初年度にボスポラス、ダーダネルス両海峡を対象に海上交通実態調査を計画しているが、

その際ポータブル型レーダー船舶航跡解析装置の購入が不可欠となる。

これは、持ち運び式の船舶用レーダーと航跡解析装置としてのパソコンとデータ解析

ソフトとからなるもので、日本国内ではセットとして販売されている。

この機材は、当面は本プロジェクトの一環として使用するが、後にはこの機材を商船大

学レベルのカリキュラムとしての「海上交通工学」の授業、実験、フィールド演習等に、

そのまま活用できるメリットも併せもっている。

2）時間的優先度 2

・操船シミュレーターを利用した航行安全性評価技術の理解

・操船シミュレーターの発展的応用活用法の理解

これらは、操船シミュレーター設置後の適当な時期に個別の研究テーマを設定して、短

期専門家派遣及び C ／ P の本邦短期研修にて実施する。

（6）実施上の留意点

1）シミュレーターのグレード

R ／D 協議の席上、サー学部長はFULL MISSION という用語にこだわった。この用語は

操船シミュレーターではよく使われるが定義が不明確であり、機関室シミュレーターでは

あまりなじみがないので、誤解の生じないようにR ／ D には使用しなかった。
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この用語は操船シミュレーターでは設備と機能のグレードを指すことが多いが、学部長

の言いたかったのは操船シミュレーターも機関室シミュレーターも、設備、機能ともに同

様にハイグレードなものを導入願いたいという意向であったと解すべきであろう。

2）シミュレーターの導入

神戸商船大学で操船シミュレーターを過去に競争入札によって購入した当事者の経験か

らいえば、競争入札は確かに経済的に合理的ではあろうが、シミュレーターのような受注

生産で内容のグレード調整が容易にでき、かつメーカー間の競争が過当な分野では、ユー

ザーに対してより良い品を提供したいといった意識が失われ、一応基本仕様は満足させる

が、結局は「売れればよい」式の販売合戦に巻き込まれることがあり、ユーザーの利用応用

上の意図が不在になるおそれがある。

神戸商船大学としては、導入される操船シミュレーターには学術上の応用、活用の特別

の機能を要求する立場にあるので、メーカーの選定にあたっては神戸商船大学側の利活用

上の意図をよく理解し、かつ導入時はもちろん、将来にわたって教育研究開発利用に積極

的に対応協力できるような精神性あふれるメーカーを選択していただけるよう、要望する。

さらに、具体的には、現在神戸商船大学で開発済みの分析評価ソフトウェアや教育利用

ソフトウェアの技術資産が、そのまま適用できる機種であることが、技術移転の効率性か

らいっても望ましく、また、将来 ITUMF に出向かなくても神戸商船大学で開発した技術を

フロッピー 1 枚持参するだけで即座に技術移転できるような、機種の互換性は特に望まれ

るところである。

このほか、メーカーによってはお仕着せの仕様しか提供しないところもあり、提供した

シミュレーターのオペレーションソフトをブラックボックスに置き、ユーザー側の自由な

開発利用を許可しない、また、たとえ許可されてもその後の保証が打ち切られたり、高額

の費用の別途追加発注を余儀なくされる例がある。

いずれにしても、神戸商船大学が分担する研究活動が不可能とならないように、また、教

育研究上の活用の視点から仕様の策定と決定が可能となるよう、配慮が必要である。

3）シミュレーターシステムに関する短期専門家派遣について

PDM の活動 2 － 3 シミュレーターの維持管理、ソフトの開発に関する短期専門家派遣に

ついては、導入される機種が神戸商船大学のものと同機種であるならば可能である。

この点については、もし仮に神戸商船大学のものとは異なる機種のシミュレーターを導

入することになることも考えると、シミュレーターシステムに関する短期専門家派遣につ

いてシミュレーター機材のメーカーから直接派遣することも検討しておくべきであろう。

4）シミュレーター建屋と電気設備等

シミュレーターが設置される建屋はプレハブで建設されるということであり、類似のプ
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レハブ建屋の視察をしたところ、日本でいうプレハブよりは堅固で気密性もよいと判断で

きた。2 階建吹き抜け建設も可能という説明もあったが、1999 年度末に実施される機材計

画調査では、シミュレーターの仕様とともにシミュレーター配置設計と、それに対応する

プレハブ建屋の建設可能性を総合的観点から調査する必要がある。

特に建屋の建設にあたっては停電対策、空調対策、防振対策、遮光対策等広範な視点から

チェックが必要であろう。
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5．プロジェクト実施上の留意点

（1）プロジェクトの協力内容について

今回の協議のなかで、トルコ側から本プロジェクトで学部教育のみならず、大学院教育に対

しても日本側の協力を得たい旨の要望が出された。この点については、本プロジェクトで大学

院教育は対象としないことでトルコ側の一応の了解は得られたが、今後プロジェクトの活動が

進むにつれて、再度トルコ側から類似の要望が出された場合には、本調査で双方が合意した事

項を踏まえ、また、5 年間の協力期間中に優先すべき活動を見据えつつ、トルコ側と慎重に協議

することが望まれる。

（2）シミュレーターの導入について

本プロジェクトで導入する予定の操船シミュレーター及び機関室シミュレーターについては、

トルコ側から両シミュレーターを同時に設置願いたい旨の強い要望があった。2000 年 3 月には

引き続き機材計画調査が予定されており、同調査の結果を基に速やかに仕様書作成等を進める

必要がある。また、両シミュレーターを同時に設置するためには、2000 年度において、同機材

購入のための予算措置を講じる必要があるが、これが困難な場合であっても調達スケジュール

を調整して、可能な限りは両機材を同時期に設置すべく対策を講じる必要がある。

また、シミュレーターを設置する建物はトルコ側が用意するとのことであり、トルコ側に対

しては、日本側の機材調達状況を伝えるとともに、建物建設のための予算確保状況、建設スケ

ジュール等について確認を求めていく必要がある。

さらに、シミュレーター設置後はかなりの維持管理費が必要になると思われるので、イスタ

ンブール工科大学海事学部（ITUMF）において、シミュレーターの活用方法と併せて、どのよ

うな維持管理体制を構築するかを十分に検討していくことが必要であろう。

（3）トルコ側の実施体制

事前調査から今回の実施協議調査まで、トルコ側はサー学部長が中心となってプロジェクト

実施に向けた準備を進めてきた。この間、シミュレーター導入を想定して数名の若い有能な教

官が配置されるなど、プロジェクトの実施体制が整いつつあるが、まだ十分とはいいがたく、現

場の教官の育成とともに、サー学部長を支えていくような人材の育成も必要であろうと思われ

る。研修員受入制度等を活用し、これら人材の育成が図られることが望まれる。
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（4）日本側の協力体制について

これまでの協議を通じて、ITUMF における船員教育分野の調査研究活動に対する支援への期

待が大きいことが感じられた。このため従来の船員教育プロジェクトで実施された航海及び機

関分野の協力に加え、本プロジェクトでは神戸商船大学の支援を得つつ、海事安全管理分野の

協力を組み入れることとなった。今後プロジェクトを進めていくうえで、日本側の支援機関の

間で密接な連携が確保されることが重要である。



付　属　資　料

1．討議議事録（R ／D）

2．ミニッツ

3．ITUMF 向け操船シミュレーターの仕様
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